東京都介護福祉士等修学資金貸与事業事務処理要綱

第１章　総則　

(目　的)

第１条　この要綱は、東京都介護福祉士等修学資金貸与条例（平成４年東京都条例第４１号。以下「条例」という。）及び東京都介護福祉士等修学資金貸与条例施行規則（平成４年東京都規則第４２号。以下「規則」という。）に基づく介護福祉士等修学資金貸与事業（以下「貸与事業」という。）を円滑に実施するため、必要な事務処理の細目を定めること目的とする。　

第２章　選考

(募　集)

第２条　介護福祉士等修学資金（以下「修学資金」という。）の貸与を受けようとする者（以下「申請者」という。）の募集は、原則として毎年度１回とする。ただし、必要があると認められるときは、再募集をすることができる。
２　募集期間は、原則として４月１日から６月中旬までの間の別に定める日とする。
(申込みの方法)
第３条　修学資金の申込みは、介護福祉士及び社会福祉士養成施設（以下「養成施設」という。）の長を通じて行うものとする。

２　修学資金の申込みを行うときは、規則第４条に定める書類のほか、次に掲げる書類を提出しなければならない。

　（１）申請者及び申請者と生計を一にする家族の前年度の所得税額を証明する書類

　（２）申請者、申請者と生計を一にする家族及び連帯保証人の現住所の住民票

　（３）東京都介護福祉士等修学資金口座振替依頼書

　（４）作文

　（５）条例第３条第第５号（１）に規定する中高年離職者にあっては、離職してから２年以内であることを証明する書類

(選考委員会の構成)
第４条　条例第１４条の規定による委員会の委員の構成は次のとおりとする。

（１）東京都介護福祉士会の代表　　　　　　　　　　　１名

（２）東京都社会福祉士会の代表　　　　　　　　　　　１名
（３）都内の社会福祉施設の長の代表　　　　　　　　　１名

（４）社会福祉法人東京都社会福祉協議会の代表　　　　１名

（５）学識経験者　　　　　　　　　　　　　　　　　　１名

(選考基準)

第５条　選考に関する基準は、委員会において定める。

(貸与者の決定通知の方法)
第６条　修学資金貸与の適否に関する通知は、養成施設の長を通じて行うものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

(養成施設の長への協力依頼)
第７条　知事は、養成施設の長に対して次に掲げる事項について協力を依頼するものとする。
（１）申請者に対して、規則第４条に規定する養成施設の長の推薦状を交付すること。

（２）申請者から修学資金の申込書を受け取り、知事に提出すること。

（３）知事が決定した修学資金の貸与の適否に関する通知書を申請者に交付すること。

（４）修学資金の貸与を受けている者（以下「修学生」という。）に対して連絡指示を行うこと。

（５）修学生が在学中に遵守すべき事項について修学生を指導すること。

第３章　交付

(修学資金の交付)　　

第８条　規則第６条の規定による修学資金の交付は、貸与事業の効率化を図るため、原則として３月分をあわせて、その最初の月に交付する。ただし、初回交付については原則として６月分をあわせて交付する。

(受領確認書の提出)

第９条　知事は、必要に応じて、修学生に対し、提出期限を付して東京都介護福祉士等修学資金受領確認書(別記第１号様式。以下「受領確認書」という。)を提出させることができる。

(修学資金交付の停止)

第１０条　知事は、前条に規定する受領確認書について、提出期限までに提出しない修学生については、翌月以降の修学資金交付を停止することができる。
２　知事は、前項による停止後、修学生から受領確認書が提出された場合は、速やかに停止された月分に相当する修学資金を交付する。
第４章　申請・届出

(返還猶予承認期間)

第１１条　条例第１１条第１号に定める返還猶予の承認の期間は、原則として３年以内とする。ただし、知事が特に必要と認める場合は、この限りでない。

(手続未済者への通知)

第１２条　知事は、修学資金の貸与が終了又は条例第９条第１項の規定により修学資金の貸与が打ち切られたにもかかわらず、規則第１０条、第１１条第１項又は第１４条第１項に規定する書類を提出しない修学生又は修学資金の貸与を受けた者(以下「修学生等」という。)に対して、提出期限を定め、書類を提出するよう通知する。

２　規則第８条又は第１２条に該当するにもかかわらず、届出を行わない修学生等（規則第８条第２項にあっては連帯保証人）に対して、提出期限を定め、届出を行うよう通知する。

３　前２項の提出期限については、１月を超えないものとする。

４　第１項の通知の時期は、原則として毎年度３回、５月、９月及び１月に実施する。ただし、４回以上行うことを妨げない。

(連帯保証人への通知)

第１３条　修学生等が次のいずれかに該当するときは、前条の規定は連帯保証人について準用する。この場合において、第１号の場合を除き、修学生等に対して連帯保証人に対して通知する旨を通知する。

　（１）規則第８条第１項第６号による住所の変更届を怠っているとき

　（２）前条第１項又は第２項による提出期限を経過しても書類の提出又は届出がないとき

(最終確認書の送付)

第１４条　第１２条第１項又は第１３条第２号による通知を３回行い、その提出期限を過ぎても、書類を提出しない修学生等（ただし、第１３条第１号に該当する場合は連帯保証人）に対しては、提出期限を定めて、介護福祉士等修学資金の手続に関する最終確認書(別記第２号様式。以下「最終確認書」という。)を送付する。
(修学資金の返還)

第１５条　知事は、前条の最終確認書の送付後、提出期限を過ぎても、書類を提出しない修学生等（条例第１１条の規定による返還猶予の承認を受けた者については、その要件を満たさなくなったものに限る。）に対し、条例第１０条の規定による修学資金の返還(返還は、月賦の均等払いの方法による。)について、介護福祉士等修学資金返還通知書(別記第３号様式)及び納入通知書により通知する。なお、返還期間については、貸与を受けた月数の２倍に相当する期間とする。

(修学生等の調査)

第１６条　知事は、貸与事業の適正な運営を図るため、必要に応じて次の各号に掲げる者に対し、調査を行うものとする。

　（１）修学生等が在学し、又は卒業した養成施設等

　（２）連帯保証人

　（３）条例第１１条第１項の規定に定める返還猶予の承認を受けた者が従事する指定施設等

　（４）その他関係機関

２　前項の調査は、次の各号に掲げる事項について行う。

　（１）修学生等の現住所

　（２）介護業務等の従事に関する状況

　（３）その他必要と認める事項

第５章　督促等
(督促等の事務処理)

第１７条　督促、催告、不納欠損等修学資金に係る債権の管理に関する事務処理については、条例及び規則の定めによるもののほか、福祉保健局債権管理事務処理要綱（平成１９年４月１日付１８福保総計第４４０号）の定めるところによる。

第６章　その他
(委任)

第１８条　この要綱に定めるもののほか貸与事業について必要な事項は、別に定める。
　　附　則

この要綱は、平成４年４月１日から施行する。

　　附　則（平成６年５福福地第８４１号）

この要綱は、平成６年４月１日から施行する。

　　附　則（平成８年８福地人第２７１号）

この要綱は、平成８年４月１日から適用する。

　　附　則（平成８年８福地人第１３０９号）

この要綱は、平成９年４月１日から適用する。

　　附　則（平成１４年１４福生地第２８８号）

この要綱は、平成１４年４月１日から適用する。
　　附　則（平成１９年１９福保生地第１９０号）

この要綱は、平成１９年４月１日から適用する。
　　附　則（平成２０年１９福保生地第１７７４号）

１　この要綱は、平成２０年４月１日から適用する。
２　東京都介護福祉士等修学資金貸与条例の一部を改正する条例（平成２０年条例第６２号）附則第３項及び第４項の規定の適用を受けようとする者の、改正後の要綱第３条第２項の規定の適用については、同項（１）中「所得税額」とあるのは「課税対象所得額」と、同項（５）中「条例第３条第５号（１）に規定する中高年離職者にあっては、離職してから２年以内であることを証明する書類」とあるのは「附則別記第1号様式」とそれぞれ読み替えるものとする。この場合において、同項（６）から（８）までの規定は、適用しないものとする。






